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基 調 報 告 

 

(1)日朝ストックホルム合意の誠実な履行を! 

 

今年 5月、ストックホルムで開かれた日本と朝鮮民主主義人民共和国(朝鮮)の政府間協議は、日朝国

交正常化に向けた新たな合意に至り双方が同時発表した。続いて 7月に北京で開かれた日朝政府間協議

では、朝鮮側が戦時中に朝鮮で亡くなった日本人の遺骨、残留日本人・日本人配偶者、拉致被害者、行

方不明者に対する特別調査委員会の設置を明らかにし、日本政府は独自制裁の一部解除を実施した。 

前途は予断を許さないとはいえ、日朝関係は一歩前に動きはじめた。 

日本のマスメディアの報道を見ていると、この合意が拉致問題のためだけにあるように報じられてい

るが、それは正しくない。 

合意文では、まず「双方は、日朝平壌宣言にのっとって、不幸な過去を清算し、懸案事項を解決し、

国交正常化を実現するために、真摯に協議を行った」と協議の目標と前提を明らかにした。 

そして日本政府がとる 7 項目の行動措置の第一として、「北朝鮮側と共に、日朝平壌宣言にのっとっ

て、不幸な過去を清算し、懸案事項を解決し、国交正常化を実現する意思を改めて明らかにし、日朝間

の信頼を醸成し関係改善を目指すため，誠実に臨むこととした」と国交正常化の意思を再宣明した。そ

れならば、日本政府は朝鮮側の特別調査委が調査を完了した時点で、ただちにすべての制裁措置を解除

し、日朝国交正常化交渉を前進させなければならない。 

また、合意文では「在日朝鮮人の地位に関する問題については、日朝平壌宣言にのっとって、誠実に

協議することとした」ことなども明らかにしている。 

これらのことは、日本政府がこれまで取り続けていた制裁一辺倒政策の破たんを示すものであり、対

話によってこそ日朝関係の改善も拉致問題の解決も見えてくることを改めて示している。 

そして何よりも、「過去の植民地支配によって、朝鮮の人々に多大の損害と苦痛を与えたという歴史

の事実を謙虚に受け止め、痛切な反省と心からのお詫びの気持ち」を表明した日朝ピョンヤン宣言を基

礎とした過去の清算問題が協議の大きな柱となっていくことを示しており、日本の市民にとってもその

誠実な履行を日本政府に求めていくことが求められている。朝鮮学校の「高校無償化」適用などは即刻

行うべきだ。 

朝鮮側が、日本人遺骨、残留日本人・日本人配偶者、拉致被害者、行方不明者の全面的な調査を開始

することは、朝鮮側の対日戦後処理の本格的開始を意味する。その中には、遺族の方たちが待ち望んで

いながら日本政府が放置してきた日本人遺骨問題等も含まれている。 

 

(2)安倍政権はなぜ日朝合意したのか－安倍政権の狙いと日本民衆の立場 

 

安倍政権は周知のとおり、この間「秘密保護法」制定、靖国神社参拝、武器輸出禁止三原則のなし崩

し的緩和、集団的自衛権行使容認、河野談話の「検証」、辺野古基地建設強行、そして消費税 8%への引

き上げ、原発再稼働の動き等々、日本を「戦争のできる国」に仕立て、反人民的な諸政策をとり続け、

そして中韓両国との関係を最悪の状態に陥らせている。 

では、そのような中で安倍政権が今回の日朝合意をした狙いはどこにあるのか。 

第一に、自らが優先事項に掲げる拉致問題の解決にとっても、制裁一辺倒政策では何らの 

進展も見られないことは明らかであり、拉致家族会からも交渉を求める声が高まっていたこと。あわよ



くば、小泉政権時のように政権浮揚につなげたいという思惑。 

 第二に、首脳会談も開けない中・韓両政府に対する牽制としての意図。 

第三に、安倍首相の「戦後レジームからの脱却」論と通底している。そこには、残された戦後処理解

決への名誉欲があり、「北方領土問題」とロシア・プーチン大統領への対応も同様である。この点では

米国との葛藤もありうると見ておくべきだろう。すでに、米国は安倍政権による対朝鮮制裁一部解除や

取り沙汰される安倍訪朝に対して牽制発言を行っている。 

日本の市民・民衆の立場は次のようでなければならないだろう。 

まず、安倍政権の集団的自衛権行使容認など「戦争のできる国」づくりや反人民的な政策に真っ向か

ら反対しながら、同時に、安倍政権による日朝ストックホルム合意の履行を監視し、これに逸脱する場

合は徹底的に批判しあくまで合意を履行するよう圧力をかけていく－このような闘いが求められている。 

 

(3)日本の戦後責任と東北アジアの平和に直結する日朝国交正常化 

 

日朝国交正常化は東アジアの平和に直結している。日本の敗戦から来年は 70 年、朝鮮民主主義人民

共和国成立からは今年で 66 年になる。この長い期間にわたり朝鮮との間で国交すらないこと自体が異

常であり、日本政府は一切の戦後責任を放棄してきたことになる。 

朝鮮半島は、日本の植民地支配から解放されるのと同時に南北分断が強いられた。そして、朝鮮戦争

が勃発し停戦協定が締結されたものの今日に至るも唯一の外国軍隊として駐韓米軍が居座り、「撃ち方

やめ」に過ぎない停戦状態のまま 60 年以上も放置され続けてきた。 

この停戦協定を平和協定に転換させることが必要である。それが東北アジアの非核平和の近道なのだ。

日本政府が平和外交をとると言うならそのことに積極的に寄与すべきである。 

しかし、日本政府は米国の指図のもと 1965 年に韓国とだけ「日韓基本関係条約」を結び国交を開い

た。それは日本の過去の侵略・植民地支配を正当化しつつ(第 2条)、韓国政府を朝鮮半島における「唯

一の合法政府」(第 3条)とするなど戦後日本が朝鮮半島に体制的関与を開始した条約だった。この時同

時に締結された「財産・請求権協定」を盾に日本政府は「慰安婦」被害者や強制動員被害者らの謝罪・

補償要求を拒み続け、また同時に締結された「在日韓国人の法的地位協定」は在日朝鮮人社会に新たな

分断もたらした。 

来年 50 年目を迎える 65 年日韓条約体制の克服の上からも日朝国交正常化は欠かせない。 

 日朝国交正常化の実現は、それ自体が日米軍事同盟体制の存在「根拠」の柱の一つを消し去り、東北

アジアの平和実現の新たな展望を切り開くものとなるだろう。 

日米軍事同盟反対！集団的自衛権行使容認など憲法9条破壊を許すな！辺野古新基地建設をやめろ！

日本軍「慰安婦」被害者・強制動員被害者などへ謝罪・補償を行え！「高校無償化」からの朝鮮学校排

除をやめろ！そして私たちはピョンヤン宣言12周年、動き出した日朝交渉を前に心ある市民に訴える。

今こそ、日朝国交正常化の実現へ声を挙げよう！ 


